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習志野市教育委員会会議録  

（平成２６年第９回定例会）  

 

１  期   日       平成２６年９月２４日（水）  

              習志野市教育委員会事務局大会議室  

              開会時刻     午後３時００分  

              閉会時刻     午後４時３０分  

 

２ 出席委員      委 員 長           原 田    孝 

       委    員           貞 廣  斎 子 

委    員           梓 澤  キヨ子 

委    員           植 松  榮 人 

 

３ 出席職員     学校教育部長          辻    利 信 

生涯学習部長          広 瀬  宏 幸 

学校教育部参事         市 瀬  秀 光 

学校教育部参事         早 瀬  登美雄 

生涯学習部参事         結 城  修 一 

学校教育部・生涯学習部参事   吉 川  清 志 

学校教育部次長         田久保  正 彦 

生涯学習部次長         櫻 井  健 之 

学校教育部副参事        小 熊    隆 

学校教育部副参事        井 澤  修 美 

学校教育部副参事        鈴 木    博 

教育総務課長          小野寺  良 夫 

指導課長            小 宮    健 

総合教育センター所長      山 下  良 之 

社会教育課長          上 野    久 

生涯スポーツ課長        片 岡  利 江 

青少年課長           浅野目  俊 紀 

青少年センター所長       佐久間  繁 美 

菊田公民館長          佐々木  とも代 

大久保図書館長         岡 野  重 吾 

学校教育部主幹         藤 木  義 久 

学校教育部主幹         島 本  博 幸 

学校教育部主幹         妹 川  智 子 

学校教育部主幹         竹 田  佳 司 

学校教育部主幹         小 平    修 

生涯学習部主幹         佐久間  心 之 
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４ 会議内容 

 

原田委員長が 

平成２６年習志野市教育委員会第９回定例会の開会を宣言 

 

原田委員長が 

「報告事項（３）平成２６年度全国学力・学習状況調査結果について」を議事に追加す

ること、及び「報告事項（２）平成２７年度習志野市立幼稚園及び習志野市立こども園（短

時間児）の保育料について」を取り下げることについて諮り、全員異議なく提案どおり決

定された。 

 

原田委員長が 

会議規則第１５条の規定により、報告事項（３）を非公開とすることについて諮り、全

員異議なく非公開と決定された。 

 

原田委員長が 

平成２６年第４回臨時会及び第８回定例会の会議録について承認を求め、承認された。 

 

 

協議第１号  次回教育委員会の期日について協議し、平成２６年１０月２２日（水） 

        午後３時に決定された。 

 

 

報告事項（１）臨時代理の報告について 

      （平成２５年度教育費決算について）        （教育総務課） 

 

小野寺教育総務課長 

平成２５年度の教育費の歳入決算額は、最終予算現額１６億２千２０１万６００円に対

して、調定額１６億５千５３９万７千５３１円、収入済額１６億４千４２９万６４１円、

不納欠損額１０万６千８００円、収入未済額１千１００万９０円で、収入率９９．３％で

あった。歳入に係る各目別の決算状況の主な内容について、１１款 分担金及び負担金は、

教育費負担金で、２１児童会、７３５人にかかる放課後児童育成料、１２款 使用料及び

手数料は、教育使用料で、１３幼稚園８４４人に係る幼稚園保育料、７公民館の３０，５

０４回、４３１，６０９人の利用に係る公民館使用料などである。また、教育手数料で、

習志野高校入学にかかる３２７人分の入学手数料、５４２人にかかる入学検査料などの高

等学校手数料である。１３款 国庫支出金は、教育費国庫負担金で、谷津小学校校舎増築

事業負担金、全日制９７４人、定時制４６人にかかる習志野高等学校運営費負担金である。

これは、公立高等学校授業料不徴収にかかる交付金であり、平成２５年１０月１日現在の

在校生に基づいて国から交付されたものである。また、教育費国庫補助金で、津田沼小学

校全面改築事業交付金、大久保東、屋敷、向山小学校の耐震補強工事等に係る小学校耐震

化事業交付金、第一、第三、第四中学校の耐震補強工事等に係る中学校耐震化事業交付金、

市立幼稚園２０人、私立幼稚園８３５人にかかる幼稚園就園奨励費などである。１４款 県

支出金は、教育費県補助金で、２１児童会の運営にかかる放課後児童健全育成事業補助金、
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１３児童会における障がい児の受け入れに対する放課後児童クラブ支援事業費補助金、藤

崎児童会の新設にかかる放課後児童クラブ整備費補助金などである。１５款 財産収入は、

物品売払収入で、習志野市史、習志野かるたなどの市史刊行物の売払収入などである。１

９款 諸収入は、学校給食事業収入で、幼稚園１３園１４８，１０９食、小学校１６校 １，

６８８，６５６食、中学校７校 ８１２，１２２食の学校給食費の他、秋津野球場のグラウ

ンド改修及びスコアボードの電光掲示板化工事に対するスポーツ振興整備補助金などであ

る。収入未済額の１千１００万９０円の内訳は、１１款 分担金及び負担金で４０万５千

３００円、これは、教育費負担金で１０件の放課後児童会に係わる児童育成料、１２款 使

用料及び手数料で１６７万６千６４５円、これは、使用料で４５件の幼稚園に係わる保育

料、１９款 諸収入で８９１万８千１４５円、これは、２９３件の教育委員会に係る学校

給食事業収入及び１７件の預かり保育料収入である。 

 次に、教育費の歳出決算額について、最終予算現額７５億８千４６万７千９１０円に対

し、支出済額７２億６千１５５万３千６４４円、翌年度繰越額４２６万４千８４５円、不

用額３億１千４６４万９千４２１円で、執行率は９５．８％であった。なお、一般会計の

歳出決算額（支出済額）５５３億１千４９５万７千２２０円のうち、教育費が占める割合

は、１３．１％となっている。翌年度繰越額４２６万４千８４５円の内訳は、小学校費の

学校建設費における「津田沼小学校全面改築事業」で１６３万９千４５円、高等学校費の

学校建設費における「高等学校耐震化事業」で６７万５千円、幼稚園費における「幼稚園

耐震対策事業」の１９５万８００円で、いずれも継続費の逓次繰越である。不用額の主な

ものについては、小学校費で１億８１５万９千２７５円、中学校費で５千３９６万５千５

６８円、保健体育費で４千４３８万５千７６円などであり、この主な要因については、小

学校費では、資料１２頁の４２番「小学校耐震化事業」、４３番「谷津小学校校舎増築事業」、

４５番「谷津小学校グラウンド整備事業」における契約差金などによるものである。中学

校費では、資料１３頁の５８番「中学校耐震化事業」における契約差金などによるもので

ある。また、保健体育費では、資料１６頁の１４２番「給食センター賄材料費」において、

インフルエンザによる学級閉鎖、行事の中止等による取り消しのため、１４７番「単独校

給食賄材料費」において、園児・児童・生徒数が予算積算時の見込み数よりも減少したこ

と、また、中学校では、行事や受験等で食数が減少したことにより、不用額が発生したも

のなどである。 

次に、平成２５年度習志野市教育行政方針の主要施策の具体的施策及び事業についてで

あるが、これは習志野市教育基本計画の４つの政策の具現化を図るための１４施策に基づ

く、具体施策及び事業である。習志野市教育基本計画の「生き生きと未来を拓く、豊かな

人間性を育む習志野の人づくり」を基本目標に、学校・家庭・地域社会が連携し、一体と

なって、子どもたちがたくましく生きていく知恵と創造性を身につけるとともに、全ての

世代において、市民が生き生きと充実した学習活動に取り組めるよう、生涯学習の構築に

努めている。 

具体的な各施策の内容について、まず施策１「「生きる力」の基礎を培う幼児期における

教育の充実（６）私立幼稚園との連携及び就園奨励事業の推進として、私立幼稚園及び私

立幼稚園類似施設に在園する３歳児から５歳児までの１千５２８名を対象に保育料の補助

を行った。施策２「「生きる力」を育む小中学校教育の充実」（３）「「確かな学力」の確立

を図る小中学校教育の推進」として、児童・生徒の学習活動に必要な本の整備を行うとと

もに、８人の読書指導員を配置し、学校図書の充実を図った。この他、児童生徒の学力向

上を図るため、「習志野市学力調査」を市内全小学校４年生において国語・算数、全中学校
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２年生において国語・数学・英語を実施した。また、調査結果を分析し、指導上の課題を

把握するとともに、授業改善や指導方法の工夫・改善を行った。（７）「いじめ、不登校の

未然防止・解決を目指した教育の一層の推進」として、総合教育センターにおける相談業

務の充実を図るとともに、児童・生徒教育相談員を中学校７校及び小学校１校に配置し、

適応指導教室において、不登校児童・生徒の解消に向け、学習支援や家庭訪問を行うなど、

効果的な運営を行った。施策３「魅力ある市立高校の展開」（１）「多様な高校教育の展開」

として、国際化社会に対応できる資質や感覚を身につけた生徒を育成するため、海外英語

研修を行った。施策４「教職員の資質・指導力の向上」（１）「教員としての使命感や倫理

観等の資質、確かな指導力の向上を目指した研修の充実」として、市内各小中学校の教職

員に、職務研修・教科主任研修・実技研修等を実施した。施策５「「生きる力」の基盤を育

む家庭や地域の教育への支援」（２）「子どもたちの安全・安心を守る地域ぐるみの環境づ

くり」として、子ども１１０番の家を設置するなど、各関係機関や地域と連携・協力し、

地域ぐるみで防犯活動を実施した。施策６「人生の各段階に応じた社会教育の充実」（１）

「人生の各段階における学習ニーズに応じた学習活動の充実と学習成果を生かした新しい

公共空間の構築を目指す社会教育の推進」として、生涯学習推進事業では、市民カレッジ

において、各公民館での講義への参加、市内の大学が主催する公開講座の受講など、内容

を改編し、学習成果を地域で発揮できるよう各講義内容の充実を図った。施策７「芸術・

文化活動の振興」（１）「市民の芸術・文化活動の促進と芸術鑑賞機会の充実」として、本

市の市芸術活動の充実、発展を図るため、関係団体の指導・育成及び活動を支援した。施

策８「ふるさと文化の保護・継承の推進」（１）「文化財の保存の推進」として、埋蔵文化

財保護を目的とした調査を実施するとともに、埋蔵文化財の記録保存を目的とする埋蔵文

化財本発掘調査を実施した。また、東日本大震災で被災した旧鴇田家住宅の災害復旧を行

うべく、実施設計業務委託を実施した。施策９「生涯にわたって親しむスポーツ活動の推

進」（２）「体育・スポーツ指導者の養成と活用促進」として、地域スポーツの担い手であ

る「市民スポーツ指導員」を確保するため、指導員養成講座を実施した。施策１０「青少

年の健全育成の推進」（１）「子どもたちの居場所としての放課後児童会や青少年施設等に

おける運営の充実」として、学校休業中の放課後児童会の開設時間を延長した。併せて、

大規模化及び老朽化した藤崎児童会を分割し、藤崎第一児童会及び藤崎第二児童会として

創設するとともに、大規模化した東習志野児童会を分割整備し、東習志野第二児童会を開

設した。施策１１「生涯学習を担う指導者の確保・養成」（１）「次代の社会教育を担う指

導者や団体の確保と育成」として、自主自立した団体運営を目指し、サークル・団体への

研修の機会を提供するとともに、職員の指導力向上の為に、関係機関主催の研修会に参加

した。また、子どもの健全育成を図ることを目的に活動している市内小中学校 PTA で構成

された習志野市 PTA 連絡協議会に、補助金を交付した。施策１２「安全で潤いのある学校

教育環境の整備」（１）「幼稚園・小中学校の教育環境の整備」として、最優先課題として

事業化した小・中学校の耐震化事業を実施した。なお、小・中学校の平成２５年度末の耐

震化率は８１．７％となっており、平成２６年度末に耐震化率が１００％となるよう、現

在も進めているところである。施策１３「学習ニーズに対応した社会教育施設の整備」（１）

「学習ニーズに対応した生涯学習環境の整備と既存施設の改修整備」として、東習志野コ

ミュニティセンターに係る施設の設備について、安心、快適に利用できるよう防火シャッ

ター危害防止装置取り付け工事や陶芸窯の更新などを行った。施策１４「健康・体力を育

むスポーツ施設の整備」（１）「健康・体力を育むスポーツ施設の整備」として、秋津野球

場のグラウンド改修とともに、老朽化したスコアボードを電光掲示板にした。最後に、東
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日本大震災に伴い、平成２５年度に行った災害復旧等の概要について、２５年度災害復旧

等に要した経費は総額９２９万７千６４円となっている、と概要を説明 

 

貞廣委員 

決算額について、一般会計の１３％が教育費という説明があった。一般的に１０％を超

えると良いと言われており、これは比較的高比率自治体になると思う。是非、来年度以降

も維持してほしいと思うが、このような高い比率は工事等の多かった平成２５年度のみの

ことなのか、と質問 

 

小野寺教育総務課長 

一般会計決算額における教育費決算額の割合は、平成２４年度、２５年度と比較すると、

減少しての１３％である。平成２５年度は耐震化工事や津田沼小学校の建替え工事等で教

育費の割合が大きくなっていたことは事実である。平成２６年度で耐震化工事は終了する

が、平成２７年度以降も大規模改修工事等を計画的に行わなければならないため、教育費

の割合は高いのではないか。子どもたちの学力向上など、いわゆるソフト面に、いかに予

算を確保できるかが今後の課題となると考えられるので、しっかりと議論しながら教育費

予算を確保していきたい、と回答 

 

貞廣委員 

全体とのバランスの問題もあると思うが、是非そのようにご配慮いただきたい。次に、

給食費の未納が２９３件あるという説明があった点に関連して、未納の給食費への対応は

学校で行っているのか、あるいはセンターで集約して行っているのか伺いたい。もし未納

対策がセンター化されていない場合、センター化を希望する、と質問 

 

小野寺教育総務課長 

単独校、センター校問わず、給食費の対応は各学校で行っている。学校側に多大な苦労

をしていただいているということは認識している。どうすれば学校と連携して効率よく給

食費を徴収できるかについては、考えていかなければならない問題であるが、まずは現年

度分をしっかりと徴収し、１００％にしていくことが重要であると考えている、と回答 

 

妹川学校教育部主幹 

年々、給食費の過年度分の滞納額が増加しているのが現実である。給食費の未納が増加

している原因としては、保護者のモラル低下や学校の給食事務担当の引継不足等が挙げら

れる。学校教育課としては、未納額の多かった学校を訪問し、各学校の担当と未納の原因

や対応策について話し合いをするなど、学校と連携して給食費徴収に努めている、と回答 

 

小熊学校教育部副参事 

昨年度、給食費徴収事務のセンター化について、校長会からも要望が出ている。学校へ

の調査、予算計上を含めた検討をするなど、センター化に向けて取り組んでいるところで

ある、と回答 

 

貞廣委員 

学校の先生方にとって、現金の徴収事務は非常に徒労感を伴うものなので、給食費徴収
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のセンター化をぜひ積極的に進めてほしい。次に、資料７ページの「４ 教職員の資質・

指導力の向上」について、臨時的任用講師への研修等の対応は、習志野市では行っている

のか。もし行っているならば、是非これからも積極的に行ってほしい、と質問 

 

小熊学校教育部副参事 

臨時的任用講師への研修等の対応は大きな課題であると認識している。平成２４年度よ

り臨任講師研修会を実施しており、今年度は３回研修を実施した。その中で、臨時的任用

講師の悩み等を聞く場を設けるなどしている、と回答 

 

小宮指導課長 

市内の多くの小中学校で行われている公開研究会において、臨時的任用講師も積極的に

参加しており、それも活きた研修となっていると思う、と回答 

 

貞廣委員 

歳出額を見ると契約差金等による不用額が生じているが、来年度の予算を獲得する上で

不利益はあるか、と質問 

 

小野寺教育総務課長 

結果として不用額が出たものであり、不用額があることによって、次年度の予算を確保

する上で不利益が生じることはない、と回答 

 

梓澤委員 

教育行政方針を毎年度定めていると思うが、平成２５年度はどのような視点に立って定

めたのか、と質問 

 

藤木学校教育部主幹 

平成２０年度から２５年度の教育基本計画に基づき、各課が重点としている点を施策に

反映して策定した、と回答 

 

梓澤委員 

これまでに、大型マンション等の開発計画を受け、谷津小学校・東習志野小学校の児童

数増加対応について、通学区域審議会に諮問し、答申を受け、学区変更に取り組んできた

と思うが、このような中で、児童・生徒数推計を現在どのようにしているのか、また、市

全体として、今後どのような見込みで推計しているかと質問 

 

藤木学校教育部主幹 

児童・生徒数及び学級数の推計においては、住民基本台帳のデータをもとに、開発行為

協議のデータを加味して作成している、と回答 

 

原田委員長 

給食費の未納について、学校に任せきりではなく、行政が現場の事務に積極的に関わっ

ていくべきである、と発言 
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梓澤委員 

給食費の徴収を条例化することについて、どのように考えているか、と質問 

 

妹川学校教育部主幹 

給食費の徴収を条例化することによって、お金の流れが透明化され、また債権の管理も

しやすくなると認識している。条例化または規則化することについては、徴収方法などと

併せて今現在、検討中である、と回答 

 

梓澤委員 

住民税などのように、学校長名ではなく市長名で督促をする等にして、不公平のないよ

うにしてほしい、と発言 

 

小野寺教育総務課長 

船橋市は各学校が給食費を徴収し、それを各学校で給食費に充てており、市の予算には

計上されていない。習志野市では給食費の歳入も予算計上しており、歳出も賄材料費とし

て予算計上している。ただし、市が直接徴収するのではなく、各学校の校長が市に代わっ

て代理受納をするという形を取っている。給食費の取り扱いに関する条例の制定について

は、船橋市や浦安市でも制定しているそうなので、参考にするとともに、習志野市が今後

どのような形で給食の未納への対応につなげていくか、研究・検討していきたい、と回答 

 

原田委員長 

スポーツエキスパートへの報酬が、単純計算で１カ月あたり約１万３千円となっている。

市立高校等では、保護者会が一部負担をして、外部指導者に報酬を支払っているが、本市

の中学校ではどのような扱いをしているか、と質問 

 

小宮指導課長 

地域の経験豊富な人々が、指導というよりも補助という形で入っており、引率までは任

せていないのが現状である、と回答 

 

小熊学校教育部副参事 

中学校では地域との関わりの中でのスポーツの考え方があり、その考え方に理解を示し、

協力してくださる方にスポーツエキスパートとして入っていただいている。また教員の中

に専門の知識や技術を持っている者がいない場合にそれを補う形で、スポーツエキスパー

トを導入することもある。いずれにしても、生徒を主に指導するというところまでは至っ

ておらず、子どもたちに学校部活動を通じてスポーツを楽しんでもらう機会を確保するこ

とを目的とした事業である、と回答 

 

原田委員長 

義務教育課程の先生方の事務量が、近年特に多くなっているのが現状である。そのため、

本来やるべき授業の準備や教材研究、生徒との向き合いなどに支障をきたしていると聞く。

部活動の指導にスポーツエキスパートを導入することは、その改善につながる一つの方法

ではないか。これまで、この点について、何か支障があったことはないのか、と質問 
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小熊学校教育部副参事 

部活動への対応によって、教員の負担が増えてしまっていることは認識している、と回

答 

 

原田委員長 

外部指導者の導入について、スポーツエキスパートの活用はその一例である。これに限

らず様々な方法があると思うので、先生方の事務量を減らす工夫をして、本来の先生方の

仕事に専念できる環境を作る努力をして欲しい、と要望 

 

梓澤委員 

資料１１ページの、「３ 教育文化振興基金事業」、「４ 青少年音楽振興基金事業」、及

び「１４ 教育文化推進事業」の違いは何か。どれも教育文化に関する事業であると思う

が、担当課も異なっている。統一性や連携は取れているのか。また、事務の効率性は保た

れているのか、と質問 

 

小野寺教育総務課長 

「３ 教育文化振興基金事業」及び「４ 青少年音楽振興基金事業」は、全国大会で優

秀な成績を修めた者に対し、基金からお金を取り崩して市長賞を授与するものであり、具

体的には、「３ 教育文化振興基金事業」では体操大会など、「４ 青少年音楽振興基金事

業」は音楽活動について、管弦楽部などが対象となった。「１４ 教育文化推進事業」は、

読書指導員や外国籍や帰国子女への言語指導ボランティアへの報償費、あるいは児童・生

徒が全国大会等に出場する際にかかる経費等に対し助成するものである、と回答 

 

梓澤委員 

そういった事業は児童・生徒の励みにもなると思うので今後も是非続けてほしい。 

次に、同じく資料１１ページの「１９ 児童・生徒教育相談員推進事業」及び「２６ 適

応指導教室推進事業」について、不登校の児童・生徒は何人いるか伺いたい。また、不登

校であったが、通学できるようになった児童・生徒は何人いるか等、習志野市の状況につ

いて伺いたい、と質問 

 

小宮指導課長 

不登校の児童は１８人で、出現率は０．２％であり、生徒は８１人で、出現率は１．９％

である。何人が通学できるようになったかは、追跡調査ができておらず、現段階では把握

していない、と回答 

 

辻学校教育部長 

学校生活に適応できない児童・生徒が通う、「フレンドあいあい」という適応指導教室が

総合教育センターに設置されている。「フレンドあいあい」を経て、学校に再び行けるよう

になった児童・生徒や、高校進学のために一生懸命勉強をしている生徒も多くいると聞い

ている。また、この２学期から再び登校してきた児童・生徒がいるという報告を何件も受

けている。このように学校に再び行けるようになった児童・生徒が学校に通い続けられる

ようにサポートも行っている、と回答 
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山下総合教育センター所長 

総合教育センターでは不登校になってしまった児童・生徒の保護者からの相談も受けて

いる。総合教育センターには来ることができる児童・生徒に対しては、総合教育センター

での個別相談、グループ活動、適応指導教室「フレンドあいあい」、といったステップを踏

み、学校に戻れるようサポートをしている。昨年度、「フレンドあいあい」に在籍していた

児童・生徒は、様々な形ではあるが、全員学校に行くことができるようになった、と回答 

 

小野寺教育総務課長 

不登校の児童・生徒への対応として、各中学校では県より週に１日、教育相談を受ける

ことを目的にスクールカウンセラーが配置されている。加えて、市より週に４日、児童・

生徒教育相談員を配置し、週に５日、何らかの形で相談できるような体制を整え、不登校

の未然防止に取り組んでいる。いじめに関する相談や不登校傾向にある児童・生徒からの

相談等、昨年度には２千件を超える相談を受けている。それでも学校に行くことのできな

い児童・生徒は総合教育センターの適応指導教室において、５名の教員が学校に登校でき

るよう支援している、と回答 

 

梓澤委員 

不登校になってしまった児童・生徒の中には、東習志野にある総合教育センターから遠

い地域に住んでいる児童・生徒もいると思うが、総合教育センターに通ってきていた生徒

は、どこに住んでいるか。また遠い生徒への対応はどうしているのかも併せて伺いたい、

と質問 

 

山下総合教育センター所長 

総合教育センターから遠い地域に在住しているため、適応指導教室に通うことが難しい

という児童・生徒がいるのは事実である。総合教育センターから遠い地域の児童・生徒に

対しては、訪問相談をしている、と回答 

 

梓澤委員 

総合教育センターから遠い、西部の地域にも同様の施設を作ってほしい。 

また、資料１３ページの「６３ 高等学校管理運営費」について、定時制は廃止された

が、２５年度に定時制に在籍していた生徒は全員卒業できたのか、と質問 

 

辻学校教育部長 

習志野高校の定時制は２５年度に閉課程となったが、在籍した４６名中４４名が卒業し

た。途中退学してしまった２人についても、学校側から積極的に働きかけをしたが、様々

な事情から退学となってしまった、と回答 

 

梓澤委員 

資料１４ページの「７８ 生涯学習推進事業」について、現在、生涯学習への関心は高

いと思う。平成２５年度から市民カレッジの見直しが図られたと思うが、市民カレッジの

評価はいかがか、と質問 
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上野社会教育課長 

約２０年間市民カレッジを続けてきたが、受講生が受け身になってしまうということが

課題であった。生涯学習、社会教育においては、学んだことをその後、自らが実践してい

くということが重要であるが、そのプロセスが不足していたという理由から、市民カレッ

ジの改変を行った。今年度で２年目となるが、地域に結び付いた内容にカリキュラムが変

更された点では、評価を得ている、と回答 

 

梓澤委員 

市民が地元で活動しやすく、かつ習志野市らしいカリキュラムをこれからも考えてほし

い。 

次に、同じく資料１４ページの「１０２ 図書館資料整備事業」について、図書館ソフ

ト面、すなわち蔵書の面から、今後の図書館の在り方についてどう考えているか。図書の

購入数が１６，４２１冊とあるが、これは多いのか少ないのかも伺いたい、と質問 

 

上野社会教育課長 

習志野市議会第３回定例会において、藤崎図書館の存続についての請願もあったが、ま

ずは中心館である大久保図書館の中身の充実をと考えている。習志野市の人口は約１６万

人であるから、２５年度の図書１６，２４１冊というのは、１０人に１冊ということであ

り、少ないと考えている。図書は身近にあって調べ学習ができるべきであり、そのような

状況にしなければならない。ただし、身近にすぐ図書を手にできる施設を各地域に、とい

うのは現実的に不可能である。そこで、まずは大久保図書館の蔵書数３５万冊を目標とし、

１人３冊が達成できるように大久保地区から中身の充実を図っていきたい、と回答 

 

梓澤委員 

座って図書を読む場所や調べ学習をする場所があり、市民が足を運びたくなるような図

書館づくりをしてほしい、と発言 

 

原田委員長が他に質疑なしと認め、報告事項（１）は了承された。 

 

 

＜報告事項（３）は非公開＞ 

 

 

報告事項（３）平成２６年度全国学力・学習状況調査結果について 

(総合教育センター) 

 

山下総合教育センター所長 

平成２６年度全国学力・学習状況調査結果について、概要を説明 

 

報告事項（３）は了承された。 
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原田委員長が 

平成２６年習志野市教育委員会第９回定例会の閉会を宣言 

 


